












 当社は、2030年における「目指す姿」として 「事業や人材
を創造し続ける総合商社」を掲げている。

 「目指す姿」を達成するために何をすべきかということを考え、
2021年４月に「中期経営計画2023 ～Start of the 
Next Decade～」の３ヶ年計画を策定。

 この3ヶ年は2030年に向けて新たな一歩を踏み出す期間。



 2021年度の実績は、多くの項目で中計2023の目標を上
回る順調なスタート。

 当期純利益と配当は双日発足以来の過去最高を達成。
 投資額も、３ヶ年計画3,300億円に対し、初年度で約

1,500億円を実行。



 投資の注力領域として、「インフラ・ヘルスケア」、「東南アジ
ア・インドなどの成⾧市場でのリテール領域」、「素材・サーキ
ュラーエコノミー」の３つに区分。

 2021年度は「インフラ・ヘルスケア」へ約700億円、 「成⾧
市場でのリテール領域」へ約620億円、 「素材・サーキュラ
ーエコノミー」には投資実績が無く、合計約1,500億円とほ
ぼ計画通りに投資を実行。



 当社は世界各国でインフラ・ヘルスケア関連の事業を推進。
 今回は2021年度に投資実行したナイジェリアでのガス小売

事業と、オーストラリアの太陽光発電を紹介。



 当社は、日本企業で初めてナイジェリアでのガス小売事業に
進出。

 当社がこれまでに蓄積したエネルギー関連事業のノウハウを
活かし、CO2削減につながる多様なエネルギーサービス・ソリ
ューションの提供により、西アフリカ地域でのエネルギー課題の
解決と持続的成⾧へ貢献。

 オーストラリアでは太陽光発電事業への取り組みを開始。
 このエデンヴェール太陽光発電所は、設備容量204メガワッ

トと日本企業がオーストラリアで手掛ける太陽光発電事業
の中では最大規模。



 当社は「新興国における生活の豊かさ・利便性への貢献」、
「多様化するニーズ・消費トレンドへの呼応」の２つを掲げ、
食品や消費財の流通事業や商業施設運営事業など様々
な取り組みを推進。

 近年はコロナの影響により、国内での投資を進め、ロイヤル
ホスト等を展開するロイヤルホールディングスや航空系商社
JALUXへの出資を実行、2021年度には水産食品加工事
業を展開するマリンフーズを買収。

 先日、マリンフーズの子会社である釧路丸水社の工場を見
学し、その動画を当社ウェブサイトに掲載している。本日はそ
の一部をご紹介する。（動画を上映）

 当社の調達力とマリンフーズの販売力を結合させ、一気通
貫のビジネスを作ることで、企業価値を高めていきたい。



 資源の安定的な確保・調達は商社の重要な役割のひとつ。
 近年では、地球上の資源を持続可能な形で開発・供給・利

用することも求められており、有効に資源を活用する循環型
社会への移行が注目されている。

 当社では、パソコンなどのIT機器やリチウムイオン電池、プラス
チックなどの再使用・再生利用事業を推進。

 2021年度の新規投資は無かったが、引き続き将来への種
まきをしたい。



 これまでに投資した案件からの収益及び見通しについて説
明する。

 中計2017ではトルコにおける病院事業、中計2020では
オーストラリアの原料炭事業など、順調に投資を実行。

 中計2017以降の投資からの収益は、2021年度で合計
約280億円、2022年度には合計約400億円となる見通
し。

 今後も新規投資案件を厳選して、優良資産を積み上げ、
質の高い利益の獲得を目指す。



 2012年度以降の当期純利益の推移と2022年度の業績
見通しについて説明する。

 2012年度から2018年度にかけては増益基調で推移した
ものの、米中貿易摩擦に伴う世界経済の減速や、新型コロ
ナウイルスの影響により、2019年度、2020年度は減益。

 2021年度は資源価格上昇の影響等もあり、823億円と
過去最高益を記録。

 足元では、新型コロナウイルスの影響やロシア・ウクライナ等
の地政学リスクと不確実性の高い状況が続いているが、
2022年度は過去最高益を更新する850億円を想定。



 当社は、配当性向30%程度の株主還元方針を掲げて
いる。

 2021年度は、過去最高となる1株あたり106円の年間
配当を実施。

 2022年度は、1株あたり112円の年間配当を予定。



 当社の8月末の株価は2,350円と対TOPIX比で、
年初来 プラス 37.5%と堅調に推移。

 一方、PBR（株価純資産倍率）は0.68倍と目標
の１倍超を下回る水準で推移。

 優良資産の積み上げにより、稼ぐ力を付けていくと共
に、適時適切な情報開示によって市場との対話に
努め、PBR1倍超の達成に向けて邁進する。



 当社は地域社会活性化に向けて、関西においても
様々な事業に取り組んでいる。

 神戸市でエキソアレという商業施設運営事業を行っ
ている他、機内食事業の展開、大阪におけるBMW
の自動車ディーラー事業などがある。

 総合商社として、東京一極集中という社会課題解
決に向け各地で雇用を創出すべく、引き続き取り組
んでいく。





 棒グラフは2012年度以降の当期純利益の推移、濃
い青色が各年度の第1四半期の数字。

 2022年度第１四半期は、前年同期比 283億円増
益の 452 億円。

 主な要因は石炭を始めとする資源価格の高騰や円安
の影響。

 第１四半期のみならず、四半期ベースの決算としても
過去最高。

 通期見通し850億円に対する進捗率は53%と高い
水準。



 営業本部別の第１四半期の当期純利益の実績及び通期ベースの
見通しに対する進捗率を表示。

 インフラ・ヘルスケア本部は前年同期比54億円増加の62億円。進
捗率69％。フィリピン通信タワー事業の一部売却に伴う売却益や米
国で新たに投資した事業の収益などが主な要因。

 金属・資源・リサイクル本部は同187億円増加の247億円。進捗率
48％。石炭市況の上昇や為替の影響に加え、米州の鉄鋼製品事
業も好調に推移したため、約4倍の大幅な増益。

 化学本部は同16億円増加の56億円。進捗率45％。上海都市封
鎖の影響があるも、メタノールなど化学品全般での市況上昇に加え、
取引数量も増加し、前年同期比で大幅な増益。

 生活産業・アグリビジネス本部は同2億円増加の32億円。進捗率
107%。住宅用資材の価格上昇と取引数量の増加に加え、海外
化成肥料事業において、原料価格上昇分を製品価格へ転嫁できた
ことが要因。

 リテール・コンシューマーサービス本部は、同1億円減少の5億円。進
捗率10％。同本部が実施する新規投資は、収益化まで時間を要
する。



 2022年6月末の連結総資産は、2022年3月末比
1,802億円増加の2兆8,419億円。

 自己資本は、3月末比734億円増加の8,014億円。
第１四半期の利益の積み上げに加え、米ドルを始めと
する外国通貨が対円で大きく上昇したことが影響。

 ネット有利子負債は、3月末比302億円増加の8,004
億円。外貨建て借り入れの円換算額増加が影響。

 財務の安定性を示すネットDERは、1倍程度で推移して
おり、引き続き、強固な財務基盤を維持。



 営業活動や資産入替で得たキャッシュをどのようにコントロ
ールし、使っていくかを表示。

 基礎的営業CF（営業活動によって生み出されたキャッシ
ュ）の610億円と資産入替で得られた50億円を合計し
た660億円が第１四半期で獲得したキャッシュ。これを原
資として、新規投資220億円と配当140億円を支出し、
その残額である基礎的CFが300億円。

 中期経営計画2020及び2023の6年間累計の基礎的
CFを黒字にすることがキャッシュフローに関する基本方針。

 前中計の余剰キャッシュと現中計で得られるキャッシュを原
資として、将来の収益拡大に向けた成⾧投資と安定した
株主還元を目指す。



 当社の格付状況を表示。
 財務基盤の安定性を維持しつつ、収益力強化に取り

組んだ結果、 R&Iは当社の格付けをBBB＋（トリプ
ルビープラス）からA－（シングルエーマイナス）へ格上
げ。 JCRは、格付自体は変わっていないが、見通しを
安定的からポジティブへ引上げ。





















 リテール・コンシューマーサービス本部の事業は、マグロ
の養殖、繊維事業、不動産事業など多岐に亘る。

 双日という会社の中で区分されない、その他の事業
を集めたようにみえるかもしれないが、マーケットインと
いう、いわゆる消費者目線では明確に一本の線でつ
ながるものと考えている。

 当本部の方針は、これらのビジネスを消費者・需要
家目線で再構築し、付加価値を高めること。

 10か国で事業展開し、事業会社は51社に上る。
 2021年度の純利益は50億円。
 持ち分会社を含めると10,000人を超える規模。



 成⾧戦略の１つ目の柱は、強みを強化した既存事業の
拡張。いわゆる消費財や食料のトレード、商業施設の運
営、国内の不動産関連で確実に収益を積み上げていく。

 ２つ目の柱は、新規事業領域への展開。ロイヤルホールデ
ィングスへの出資やマリンフーズの買収、ゴールドマンサックス
と提携した賃貸住宅運用会社の設立など、共創と共有に
よるシナジーの創出を企図。

 ３つ目の柱は、本部の目指す在り姿。更なる成⾧に向け
た事業領域の開拓として、多様化するニーズ、消費トレン
ドへの対応、成⾧する新興国における「生活の豊かさ・利
便性」への貢献を通じて新たなビジネスを構築していく。

 国内外の様々なビジネスに最先端のデジタルを活用し、事
業の効率化・差別化を図っていく。



 既存事業の収益は維持・拡大を目指す。
 既に投資したロイヤルホールディングスやJALUX、マリンフ

ーズでは、ライフスタイルの変化を捉えると共にデジタルな
ども活用しつつ、ASEANを中心に収益の嵩上げを図って
いく。

 今後は、ゴールドマンサックスとの協働による収益の取り
込み、ASEANからアジアへの事業領域の拡大、戦略的
なパートナーとの提携を通じて収益を拡大していく。



 ここからは具体的な取り組みについて紹介する。
 １つ目はマリンフーズ。
 当社とのシナジーはマリンフーズが保有する日本国内の

販売網。当社は世界から調達する力はあったものの、販
売力が不十分。今回の買収により、当社が買い付けた
世界中の水産品を日本国内で販売することが可能に。

 加えて、マリンフーズが保有する水産加工の技術力。世
界で高まる水産品の需要に対し、当社のグローバルネッ
トワークを活用し、競争力のあるマリンフーズの水産加工
品を世界で販売していく。



 ２つ目はベトナムでの取り組み。
 ベトナムはここ数年、高い経済成⾧。
 消費に関しては、旧来型のビジネスからコンビニエン

スストアなどを通じた近代型のビジネスに変革していく
ことを期待。

 個々のビジネスではなく、卸・物流・小売など一気通
貫したビジネスで収益の積み上げ、競合他社との差
別化を図っていく。



 ３つ目はロイヤルホールディングス社。
 同社はロイヤルホストをはじめ、様々なコンテンツを提

供。
 当社のネットワークを通じた価格競争力のある食材

の確保の他、ロイヤルホストや天丼てんや等の海外
展開を図り、シナジーを創出していく。



 ４つ目は地域社会活性化への取り組み。
 双日は⾧年商業施設運営事業を展開し、ノウハウ

を蓄積。
 今回、神戸市が西神中央の再活性化を図る中で、

そごう西神店を改修し、エキソアレ西神中央を開店。
 加えて、駅前では賃貸マンションも建築中。
 神戸市と共に地域社会活性化に取り組む。



 ５つ目は不動産事業のトランスフォーメーション。
 ゴールドマンサックスと賃貸住宅のバリューアップ事業の運用

会社を設立。
 当社は不動産のバリューアップ機能を提供し、手数料を受

領する仕組み。
 ゴールドマンサックスが資金を調達し、賃貸マンションを購入。

年間400～500億円規模の運用資産の拡大を目指し、
賃貸住宅市場におけるプレゼンスを高めていく方針。






